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移転価格税制における相互協議手続の検討
水野忠恒
I はじめにー相互協識の現状
l 移転価格税制の適用については，周知のように， 1980年代以降に，アメリカ合衆国内国
歳入庁により積極的に適用され，国際的に議論を呼んだが，最近では，我が閣においても，訴
訟が提起されるにいたっている。
他方で，移転価格税制は，国家聞の税源の配分の問題であり.そのためのトラブルを回避す
るために，我が国では.手続を整備し，事務運営指針として，事前確認の手続きを定め，他方で，
政府間協議として.権限ある当局による相互協議が行われてきている。相互協議は， OECD 
モデル租税条約や日米租税条約等に定められて来ている 10
2 さらに， r移転価格税制は，圏外関連者との聞における経済取引の価格に着目し，多種多
様な要因により決定されるこの価格の妥当性に関し，独立企業間価格との比較によって検証す
る制度であることから，この取引価格に関する情報(価格決定の根拠となる資料等)は，納税
者の協力がなければ.課税庁において移転価格税制を適正に執行することは，相当な困難を伴
うものとならざるを得ません。移転価格税制における納税者の協力は，本制度の枠組みにおい
て必要不可欠なものと考えられています。」と指摘されるように.移転価格税制の執行には，
納税者の協力が不可欠である九
3 納税者の協力を得るために予測可能性を高め，圏内法や租税条約などの規定を補うため，
l 私は，以前， r移転価格税制の手続的側面J(拙著「国際課税の制度と理論」第5章第2節，第3節所収， (2000 
年))において，相互協議の問題点を検討した。本稿では，その論文も引用しているが，その後の進展を中心に
研究した。我が国の，事務運営指針OECDモデル租税条約のコメンタリーや日米租税条約の改訂をはじめ，そ
の他の OECD 租税委員会の報告轡等による著しい発展のため，ほ，~，内容は新たなものとなった。なお，本稿は，
2013年8月21日の税務大学校研究科における構義に，教材として.聴鱗者全員に配布している。
2 国税庁「平成22年度改正税法の解説J506頁以下。
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平成13年6月に，国税庁の事務運営指針が定められている。
例えば，国税庁により，以下のような指針が示きれている。
i(事前確認の方針)
5-1 事前確認が移転価格税制に係る法人の予測可能性を確保し.当該税制の適正・円滑な執
行を図るための手続であることを踏まえ，我が国の課税権の確保に十分配意しつつ，事案の複
雑性・重要性に応じたメリハリのある事前確認審査を的確・迅速に行う。
また，事前確認手続における法人の利便性向上及び事前確認手続の迅速化を図るため，事前
相談に的確に対応する。J
I(事前確認に係る相互協議)
5 -12 
(1) 局担当課は，確認申出法人が事前確認について相互協議の申立てを行っていない場合に
は，二重課税を回避し予測可能性を確保する観点から，当該確認申出法人がどのような申出
を行うかについて適切に判断できるよう必要な4情報の提供等を行い，当該確認申出法人が相互
協議を伴う事前確認を受ける意向であると確認された場合には，相互協議の申立てを行うよう
勧しょうする。
(2 ) 局担当課は，法人又は当該国外関連者が外閣の税務当局に事前相談又は事前確認の申出
を行っていることを把握した場合には，当該法人に対し，我が国にも速やかに事前相談又は事
前確認の申出を行うよう勧しょうする。
(3 ) 局担当課は，確認申出法人が事前確認について相互協議を求める場合には，確認申出番
のほか，平成 13年6月25日付官協 1-39ほか7課共同「相互協議の手続についてJ(事務
運営指針)に定める相互協議申立書を提出するよう指導する。J
4 さらに，平成 22 1'1~度税制改正において，移転価格税制における価格の決定においては，
納税者の協力が重要であることから， I文暫:化Jといわれるが，そのために租税特別措置法関
係の改正がなされている。
「・・・課税当局への提示又は提出する書類(以下「価格算定文書」といいます。)とは，どの
ようなものであるのかという点について，法律上の規定からは，価格算定文書の範囲が必ずし
も明確ではなかったことから，価格算定文書の範囲について，納税者の予見可能性を確保し，
税務執行の透明化・円滑化の観点から，省令において明確化が図られましたり 3
また，平成23年度においては，移転価格の算定方法について 租税特別措置法の改正がな
されており，移転価格税制は，最近，急速に改正おれつつある。
3 国税庁向上書「平成22年度改正税法の解説J506頁以下。
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OECD租税委員会では. 2006年より，加盟国に対して，相互協議の統計を公にするように
要請していたが. 2011年に. 2010年までの相互協議に関する統計を公表した o
5 しかしながら，最近では，相互協議による合意が難しく，かつ，納税者が参加できないた
め，不調に終わることも少なくなく，そのため，租税条約に仲裁条項を入れることがみられる
ようになっている。わが固においても， 2013年 l月に，議定書により，日米租税条約を改正し，
詳細な仲裁条項を探用している。
本稿では，このような相互協議の手続や性格を中心に， OECDのモデル租税条約のコメン
タリー，マニュアjレ，報告書等，さらに，国税庁の事務運営指針も参考としながら，このよう
な相互協議の手続や性格を中心に，仲裁条項も含めて，検討をくわえたいと思う o
E 相互協舗の内容と手続
1. OECDモデル租税条約 25条の改訂
l 相互協議は，現在では，移転価格税制の適用によって生ずるこ固聞の課税を調整する重要
な解決手段となっている。しかしながら，その法的性格については，不明確なところが多い。
相互協議は， OECDモデル租税条約 25条に代表されるが，わが国が締結するすべての租税条
約の条文にも置かれているとされる。
2008年に改訂された. OECDモデル租税条約第 25条の相互協議の規定で、は，次のように定
められており，第5項に，仲裁条項が置かれた。
4 OECD. "Country Mutual Agreement Procedure Statistics 2006-2010" (Http://www.oecd.org/ctp/ 
disputeresolutionl countr) .鯨持敏幸 「協議の現状について」ファイナンス・財務省広報誌/財務省編 43(2) 
(通号 498)2∞7-05 p.67 ~ 7. r特集 最近の相互協議の状況について(特にアジアを中心に):国際税務研究
会・特別無料セミナーより」三塚一彦.International taxation I国際税務研究会編 33(7) (通号 387)2013-
07 p.21-36.城地徳政I国際課税殻近の相互協議の状況について J租税研究-(749) (通号-)2012・03p.l83・197。
国税庁，平成22事務年度「相互協議の状況J.International taxation I国際税務研究会綱 31(ll) (遇号 367)
2011-11 p.10。杉江 1陸上「特別講演租税条約等に基づく情報交換，相互協議を巡る最近の動向と我が国の取組」
(5PECIAL 155UE [国際税務]創刊 30周年記念セミナーダイジェスト)International taxation I国際税務研究
会編 31(6) (通号 362)2011-06. 杉江 i匝1.r租税条約等に松づく情報交換，相互協議を巡る最近の動向」租
税研究 (740)2011-06 p. 7 -20。
5 参照，赤松晃「国際課税の実務と理論3版J415-421真。パネルデイスカッション「相互協議における最近の
論点 (5PECIAL15SUE [国際税務]創刊30周年記念セミナーダイジェスト)猪野茂，菖蒲静夫，藤津鈴雄他
. International taxation I国際税務研究会編 31(6) (通号 362)2011-06。猪野茂「国際課税相互協議の現状
について」租税研究 (738)2011開04p目204-224。川田岡IJ r移転倒格課税に係る相互協議と国内法に基づく救
済「総額主義か争点主義かJの検討(前)J旬刊国税解説速報/図貌解説協会編 46(1699) 2006-09-08 p.l2 ~ 
160全般については.501 Picciotto. "International Business Taxation". 
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11 いずれか一方の又は双方の締約国の措置によりこの条約の規定に適合しない課税を受
け又は受けることになると認める者は，当該事案について，当該締約国の法令に定める救済
手段とは別に，自己が居住者である締約国の権限ある当局に対して又は当該事案が第24条
のlの規定の適用に関するものである場合には自己が国民である締約園の権限ある当局に対
して，申立てをすることができる。当該申立ては.この条約のに適合しない課税に係る当該
措置の最初の通知の日から3年以内に， しなければならない」。
12 権限ある当局は， 1の申立てを正当と認めるが，満足すべき解決を与えることができ
ない場合には，この条約の規定に適合しない課税を回避するため，他方の締約国の権限ある
当局との合意によって当該事案を解決するよう努める。成立したすべての合意は，両締約国
の法令上のいかなる期間制限にもかかわらず，実施されなければならない」。
13 締約閣の権限のある当局は，この協定の解釈又は適用に関して生ずる困難又は疑義を
合意によって解決するように努めるものとする。両締約国の権限のある当局は，また，この
協定に規定されていない場合における二重課税を除去するため，相互に協議することができ
る。」
14 両締約国の権限のある当局は，合意するために，・・・，直接相互に通信することがで
きる。」
15 a)このモデル条約に適合しない課税を受けることとなった，あるいは， b)申し
立てを受けて2年以内に，本条二項にしたがった合意に至らなかったとき，当事者が要求
した場合には，仲裁に託されるものとする。しかしながら，当事者が，既に，訴訟の提起
もしくは，行政不服申立てをした場合にはこの限りでない。当事者が，訴訟において，仲
裁にしたがう相互協議における合意に異議をとなえない限り，仲裁決定は，権限ある当局
を拘束するものとする。」九
2 OECDモデル租税条約では， 2008年に，改訂を公にした。改訂本文については，この相
互協議を定める 25条5項に，仲裁条項をおいたという大きな改正がみられる。この改正に
ついては，後述するが， 2004年に公にされた， OECD 1租税条約に関する紛争解決の改善J
という草案 (discussionDraft，報告書)で公にされたものであり，さらに，それに対する，
2006年2月l日のパブリック・デイスカッション用ドラフトとして，新条項の提案の改正版
を作成している。
6 国税庁仮訳によるが，我が国の締約した租税条約の多くは， OECDモデル租税条約に基づいており，具体的
な租税条約の日本語正文に基づいて， OECDモデル租税条約の翻訳も，ほtf，同様になされうると恩われる。
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上の報告書の説明によれば.r 46・・・本項は，相互協議手続の延長を定めたものであり，
権限ある当局による事案の解決を困難にしている問題が複数あり，合意に達することができな
い場合に，これらの問題を仲裁に付託することにより，事案の解決が可能であることを確保す
ることによって相互協議手続の機能を強化するものである。従って，本項では，案件の解決は
依然として相互協議手続を通して達成され，事件の合意が得られない特定の問題の解決のみは
仲裁手続を通して行われる。Jとされている 7。
近年では.アメリカードイツ相税条約をはじめとして，各租税粂約において，仲裁への移行
も規定されつつある。
2.新日米租税条約25条
1 我が固ともっとも関係のある.最近の新日米租税条約では，以下のように規定されたが，
さらに.2013年l月に，日本国政府とアメリカ合衆国政府との問で「所得に対する租税に関
するこ重課税の回避及び脱税の防止のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との聞の条約を
改正する議定書J(日米租税条約改正議定書) (下線部は筆者による，以下同様である。)が署
名され，わが国の租税条約においても，仲裁条項が採用された。具体的には，機定書により，
仲裁条項が置かれたが，詳細に定められている O
r 1 ーの又は双方の締約国の措置によりこの条約の規定に適合しない課税を受けたと認め
る者又は受ける ζとになると認める者は，当該事案について，当該一方の又は双方の締約国
の法令に定める救済手段とは別に. 自己が賠住者である締約国の権限のある当局に対して又
は当該事案が前条1の規定の適用に関するものである場合には自己が国民である締約国の権
限のある当局に対して，申立てをすることができる。当該申立ては，この条約の規定に適合
しない課税に係る措置の最初の通知の日から3年以内に， しなければならない。」
r2 権限のある当局は. 1の申立てを正当と認めるが，満足すべき解決を与えることがで
きない場合には.この条約の規定に適合しない課税を回避するため 他方の締約国の権限の
ある当局との合意によって当該事案を解決するよう努める O 成立したすべての合意は.両締
約固の法令上のいかなる期間制限その他の手続上の制限(当該合意を実施するための手続上
の制限を除く。)にもかかわらず，実施されなければならない。」
r3 両締約国の権限のある当局は，この条約の解釈又は適用に関して生ずる困難又は疑義
を合意によって解決するよう努める。特に，両締約国の権限のある当局は，次の事項につい
7 国税庁仮訳をもとに翻訳した。
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て合意することができるο
(a)締約国の企業が他方の締約囲内に有する恒久的施設への所得，所得控除，税額控除その
他の租税の減免の帰属，二以上の者の聞における所得，所得控除，税額控除その他の租
税の減免の配分
(b)の条約の適用に関する相違(次に掲げる事項に関する相違を含む。)の解消
(c)特定の所得の分類(i)者の分類. (ii)特定の所得に対する源泉に関する規則の適用，
(ii)この条約において用いられる用語の意義. (iv)事前価格取決め
(d)両締約国の権限のある当局は， また，この条約に定めのない場合におけるこ重課税を
除去するため，相互に協議することができる。」
14両締約国の権限のある当局は. 2及ぴ3の合意に遺するため，直接相互に通信すること
ができる。」
1 5 この条の規定に従い，一方又は双方の締約国の措置によりある者がこの条約の規
定に適合しない課税を受けた事案について，当該者が自己が居住者である締約聞(当該事
案が前条 lの規定の適用に関するものである場合には，自己が国民である締約国)の権限
のある当局に対して申立てをしかっ.両締約国の権限のある当局が当該事案を解決する
ための合意に達することができない場合において.次の (a)及び (b)に定める要件が満
たされるときは.当該事業は.この5.6及び7並びに両締約国の権限のある当局が7 (i) 
の規定に従って合意する規則又は手続に定める方法及び要件に従って行われる仲裁を通
じて解決される。
(a)当該事案について申立てをした者が，その申立てをした権限のある当局に対し，当該
事案の仲裁による解決を要請する書面を提出したこと。
(b)全ての関係者及び権限を与えられたその代理人が，仲裁手続の過程においていずれ
かの締約国の権限のある当局又は仲裁のための委員会から受領した情報(仲裁のための委
員会の決定を除く。)を他の関係者以外のいかなる者に対しでも開示しない旨を表明した
書面を提出したこと J
16 5の規定にかかわらず，次のいずれかに該当する場合には，事案は仲裁に付託されない。
(a)当該事案についていず、れかの締約国の裁判所又は行政審判所が既に決定を行った場合
(b)両締約国の権限のある当局が，当該事案が{中裁による解決に適しない旨を合意し，かつ，
その旨を当骸事案について申立てをした者に対して開始日の後二年以内に通知した場合
(c)当該事案が3の最終文の規定のみの対象である場合 J 
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3 相互協臓に関する国税斤事務運営指針 8
(1)不服申立て・訴訟
l 以前より.OECDモデル租税条約や. 日米租税条約等においては，この条約の規定に適
合しない課税を受けたと認める者又は受けることになると認める者は，当該事案について，当
該一方の又は双方の締約国の法令に定める救済手段とは別に，相互協議を申し玄てることがで
きるときれていた。いわば 囲内法における不服申立てや，訴訟とは別に，相互協議を位置付
けてきた。
納税者には，裁判を受ける権利を放棄させるととはできない。しかしながら，裁判所に訴訟
を提起しつつ，相互協議を申し立てたのでは，興なる結論がでた場合には，混乱を生ずるとと
になる。そのことを背景に，我が国の国税庁事務連営指針では，以下のような規定をおいている。
i (1) 相互協議の申立ては.i相互協議申立書J(別紙様式1)2部及び次に掲げる資料(以
下「添付資料」という。) 1部t 納税地の所轄税務署長に提出することにより
行われるものとする。
なお，連結子法人の取引に対する課税に係る相互協議及び連結子法人とその圏外関連者と
の聞における取引を対象とする事前確認の申出に係る相互協識については，その連結子法人
の連結親法人が納税地の所轄税務署長に申立てを行うことにより行われるものとする。
イ 申立てが我が国又は相手国における課税に係るものである場合には，更正通知書等当該
課税の事実を証する書類の写し，当該課税に係る事実関係の詳細及ぴ当該課税に対する申立
者又はその圏外関連者の主張の概要を記載した書面(課税に吏っていない場合には，課税を
受けるに至ると認められる事情の詳細及び当該事情に対する申立者又はその国外関連者の主
張の概要を記載した書面)
ロ 申立てが我が国又は相手国における課税に係るものである場合において.申立者又はそ
の国外関連者が当該課税について不服申立て又は訴訟を行っているときは.イに掲げる資料
に加え.不服申立て又は訴訟を行っている旨及び申立者又はその国外関連者の主張の概要を
記載した書面並びに不服申立書又は訴状の写し|
相互協議を申し立てつつ，囲内法による訴訟を提起した場合には.異なる結論がでた場合，
納税者は.当然，有利な結論を主張することになる O しかしすでに，相互協議ならびに訴訟
を改めて求めることはできない。特に，訴訟は，ー時不再理とされている。上の規定には，そ
民参mt前出1者:r国際課税のflJJjffl:とl:11l論J 第 5 市 3 節。中村~~治. r検fiE/日米租税条約・改正議定書日米
租税条約改正によって導入される相互協議のr1'¥l裁規定」についてJInternational taxation /国際税務研究会編，
3 (5) (385通号上2013.5.
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れ以上のことは記述されていないが，実際には，裁判の結論の行方をみなければ.国税庁は，
相互協議を進めることはリスクをともなう o
(2)納税の猶予
納税者が，相互協議を申し出た場合には，一定の要件のもとで¥納税の猶予が認められる。
このことは，訴訟を提起するよりも，相互協議を申し出た場合のほうが，納税者には，納税を
先送りできることとなり，長期間訴訟が継続することを考えるならば，相互協議が有利に思わ
れる。そこで，租税特別措置法第66条の4の2および第68条の 88の2の規定に基づく納税
の猶予について，我が国の国税庁事務運営指針では，相互協議において納税の猶予を認める代
わりに，担保の提供を求めている。
(3)合意に先立つ申立者の意向の確認
l 相互協識において合意に至ると認められる場合に，合意に先だ‘って，納税者の意思を確認
することとされているが， 実務上，相手国と合意したにもかかわらず，納税者が訴訟をする
ことになっては，相互協議の合意に従う相手国との聞に，さらにトラブjレが生ずるため，納税
者が相互協議の手続きにおいて至るという合意に不満である場合には.相互協議を停止すると
いう趣旨となっている。
上にみた納税の猶予を考えるならば.納税者(申立者)にとっては.まず，相瓦協議を申し
立てるほうが，訴訟を考えるよりは，コストとしては有利である。国税庁は，納税の猶予を，
相互協議のインセンテイヴと考えているかはわからない。相応の担保が要求されるからである。
2 国税庁運営指針では，以下のように定める。
118 合意に先立つての申立者の意向の碓認
(1)庁相互協議室は.相手国の権限ある当局と合殺に盃ると認められる状況となった場合には.
合意に先立ち.合意案の内容を文書で申立者に通知するとともに.申立者が当該合意内容に同
意するかどうかを申立者に確認する。
(2)庁相互協議室は，申立者が当該合意内容に同意することを確認した後に.相手間の権限
ある当局と合意する。」
119 相互協議の合意の通知
(1)庁相互協議室は，相互協議において合意に至った場合には，申立者に.1相互協議の合意
について(通知)J(別紙様式2)により，合意に至った年月日及ぴ合意内容を通知する。
(2)庁相互協議室は，申立者に(1)の通知を行った場合には，その旨を当該通知書の写し
9 参照，金子 宏「相互協議と園内的調整ー移転価格にI!IlしつつーJ(同著「所得謀税の法と政策J390頁以下)。
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を添付して庁主管課及ぴ申立者の納税地の所轄税務署長に通知する。(なお，当該通知に係る
相互協議の対象となっている法人税が納税の猶予に係るものである場合には，庁徴収課にも併
せて通知する。)J
E 紛争解決に関する OECDモデル租税条約における注釈(コメンタリー)な
らびに，移転価格ガイドラインの内容と検討
1 概観
実際には，我が国では.相五協議制度は.ながらく租税条約の規定としては存在していたも
のの，あまり注目されるところとはなってこなかった。我が固において，それが. 1980年代
になり，一躍注目を集めるに至ったのは.相手国の移転価格税制の適用にともなう対応的調整
をせまられてきたからである。
さらに，相互協議制度の法的な理論づけや整備のため. OECD租税委員会において. OECD 
モデル租税条約のコメンタリーの検討が行われてきている。最近では，租税条約をめぐる紛争
の解決として，前述したが. 2004年に. OECDにより. r租税条約に関する紛争解決の改善」
という草案 (discussionDraft. 報告書)が.プログレス・レポートとして公にされているが，
2008年に. OECDモデlレ祖税条約のコメンタリーの改訂も公にされている。さらに. OECD 
租税委員会は.2009年9月に.rOECD移転価格ガイドライン 2009年版」を公表したが，これは，
OECDモデル租税条約25条(相互協議)及びコメンタリーについての 2008年の改正内容を
反映させるとともに. 2007年2月に刊行された「実効的な相互協議マニュアルJ(ME辺ム;e)
についての検討を追加するために，第4章(移転価格に関する紛争の回避及ぴ解決のための
執行上のアプローチ)などを改訂したものであるとされている。 MEMAPとは，出血盟L♀旦
Effective Mutual Agreement Procedureの略語である 100
1995年に OECD理事会 (theOECD Councj])が「移転価格ガイドライン」を採用して以
来，常に.このガイドラインの見直しがなされてきている。特に.2009年版では. 2008年に
OECDモデル租税条約が改訂され，仲裁及ぴ相互協識を扱う 25条のコメンタリーのパラグラ
フが改正がなされたことを受けて，効率的な相互協議の手続のために，ガイドラインが見直さ
10 r実効的な相互協鱗マニュアルJ(Manual on E偽ctiveMutual Agreement Procedure)については.国税
庁仮訳や解説がある (http://www.nta.go.jp/sonota/kokusai/oecd/press/12.htm)。さらに.r租税条約に関する
紛争解決J(Discussion Draft for Resolving International Tax Dispute. http目!!www.nta.go.jp/sonota!kokusai! 
oecd!press!doc!ll.doc. 2004)いついても，国税庁の仮訳と解説とがある。いずれも，相互協議を検討した有
益な文啓であり，本稿でも，随所で参照させていただいた。
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れたとされる。他方で，後述するように.MEMAPとよばれる，実務上のマニュアルが重要
になってきている。我が固においても，前述したように，すでに，平成13年に，相互協議の
ための事務運営指針が作成されている。
2 OECDモデル租税条約のコメンタリーの改町
OECDモデル租税条約においては，まず. 1992年7月の改訂において，そのコメンタリー
(注釈.以下，コメンタリーに統一する。)を書き改めている。 OECDモデル租税条約25条に
関するコメンタリー・パラグラフ6については，この規定が条約に適合しない課税を終わらせ
るための規定であるが.OECDモデル租税条約25条第5項により.a)納税者が条約に適合
しない課税を受けた場合ならぴに.b)相瓦協識を開始して2年以内に争点について合意に到
達できなかった場合には，納税者の要求に基づき，仲裁に服するものとするとされている。し
かし，同項においては，訴訟に訴えたり，不服申し立てがなされている場合には，仲裁条項は
適用されるべきではないとされている。紛争の代替手段とはされていないのである。
他方で，納税者が，ただちに，あるいは，権限ある当局に対する協議の申立てが却下された
後に，裁判所に訴訟を提起することを斥けるものではないとするのである。むしろ，納税者は，
条約に適合しない課税がなされた場合には，それぞれの国において，自己の危険と責任におい
て訴訟を提起する権利があることを強調する。相互協議とは，そのような納税者の裁判を受け
る権利を否定するものではなく，二次的に，権限ある当局により行政的に紛争を解決するもの
であるとされている。
相互協議とは，圏内法とは別の特別の手続であるとされる(コメンタリー・パラ7)。納税
者が自国における不服申立て，さらに，訴訟を提起することは認められるのである。ここでは，
この条約に適合しない課税を排除しなければならないとしつつ，その解決として，各国におけ
る訴訟との関係を論じている。まず，異議の申し立てに始まり，ついで，権限ある当局聞の合
意によるべきであるとしている。納税者に対して，条約違反と圏内法違反との双方が存在する
場合には，条約違反の限りで相互協議の対象になると解されている llo
I OECD Model Tax Conventionについては，川端 康之監訳 rOECDモデル租税条約2010年版J(日本租
税研究協会)がある。特に.357頁以下に.25条のコメンタリーの全訳がある。コメンタリーの択については，
本稿でも， しばしば，参照させていただいた。
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3 2004 discussion Draft for Resolving International Tax Dispute 
(租税をめぐる国際的紛争解決のための草案)
(1) 租税条約をめぐる紛争の解決
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1 2004年に. OECD粗税委員会のワーキンググループにより，特に，租税条約をめぐる紛
争の解決のなかでも，相互協議が重視され，特に.MEMAPといわれるマニュアルの作成が
重視されている。相互協議の強制や，仲裁による解決などを. OECDモデル租税条約の改訂
も視野にいれて議論されている。囲内における解決がうまくゆかないことも認識された。
そこで.OECDのJWG(Joint Working Group)において，租税条約をめぐる紛争解決の
改善が検討された。それに関する，東京で行われたパブリック・コンサルテーションでは，以
下のような問題意識が公にされている 120
「 未解決の国際租税紛争とそれに伴う二重課税は，国際的な貿易と投資の拡大にとって重
大な障害となる可能性があります。 2国間租税条約による既存の紛争処理手続は大多数の事案
を処理する上で成果を挙げていますが，複雑な租税問題に関する相反する立場を和解させる
ことが一層困難になっていることから生じる不透明感が，企業と政府の双方の大きな関心事と
なっています。
rOECD租税委員会 (CFA)は国際租税紛争の発生を未然に防止するため，世界的に受け入
れ可能な国際的な租税規準の確立に長年取り組んでいます。国際租税政策に関するコンセンサ
スの確立による国際租税紛争・の防止は CFAの活動の柱の lつです。しかし.CFAとしては，
急、激に変貌する今日の事業環境の中では，こうした規準の適用に関するコンセンサス作りにい
くら努力しでも，紛争の発生を防ぎきれないとの認識を持ちました。 CFAが国際租税紛争の
解決プロセス改善に着手した背景にはこのような事情があります。J
具体的には，以下のよろな課題を取り上げている。
「 ① 既存の相互協議手続 (MAP)プロセスの改善:租税条約で規定されている MAPプロ
セスは国際租税紛争を解決するための基本的なメカニズムであり，これまでのところかなり効
果的に機能してきた。しかし，企業，政府ともプロセスの適時性，透明性.実効性を強化する
ための改善策を講じるよう提案している。これらの問題への対応策として.OECDはオンラ
インの「実効的相互協識手続マニュアル」を作成中であり， また，プロセスの実効性改善に資
するとともに. MAPの事務手続に関する待望のガイダンスを提供するモデル租税条約コメン
タリーの改訂も提案した。
I~ OECD Joint Working Group (jWG) 1闘機机税紛争処理メカニズムの改醤」に附するパブリック・コンサ
ルテーション (OECD東京センターi沢)。
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②補完的な紛争処理:現行の MAPプロセスを補完するため， OECDは両国政府が合理的な
期間内に合意に達する ζとのできない事案を処理する lつの手段として仲裁メカニズムも提案
している。このオプションは，各国がその方が適切と判断した場合に実施できるよう， OECD 
モデル租税条約とそのコメンタリーに盛り込まれる。
仲裁に関する主な提案は以下のとおりである。
強制的紛争処理について規定する。 適用方法は相互協議を通じて条約締約国同士で決められ，
仲裁の様々なアブローチについては OECDの報告書の中でその骨子を説明する O
仲裁を申し立てることができるのは.通常の MAP手続で2年が経過しでも解決されない事案
よ土生斗
「最後に，租税分野の OECDの活動を指揖しているジェフリー・オーウェンスは， r本会合
の討議は OECDモデル租税条約とそのコメンタリーの改訂を最終的に詰める上で.また，
OECDへの加盟の有無を問わず，各国がその紛争処理手続の実効性を高めるのを支援するマ
ニュアルを完成させる上で，有益な情報をもたらす」と結論づけ， rプロジェクトは予定どお
り進んでおり，参加者はモデル租税条約の次回の改訂でその成果を期待できる」と述べました。」
2 要するに，相互協議の申立てを行った後にも，争訟の提起は可能であるとされる。しかし
ながら.囲内法における権利保護の手段を選択するのと，国家聞の交渉である権限ある当局の
合意とでは結果を異にすることが生ずることが重大であるとしているのである。
(2) 20070ECD r租税条約をめぐる紛争解決の改善J草案一仲裁の提寮
(lmproving the Resolution of Tax Treaty Disputes) 13 
1 OECD Joint Working Groupでは，上述した公聴会の意見を参考としつつ，相互協議によ
る紛争解決を改善するための検討を明らかにしている。つまり，イrl裁という相互協議にかわる
紛争解決を申立てた場合には，裁判等の圏内法による救済を利用できなくなるのではないかと
いう危倶が，企業にはあったのである。そこで，以下の通り述べられている。
r5 この記録のセクション Aは，権限ある当局における相互協議の合意の成立を妨げている
未解決の論点を取り扱うために仲裁手続を OECDモデル租税条約に追加する提案の改訂版を
含んでいる。多くの文書によるコメントや， 2006年3月の公聴会において，提案された仲裁
手続と囲内における法的救済の相互の関係が重要な課題となった。企業の参加者らは.仲裁提
13 2007年1月30日に OECD租税委員会により採択された草案の要点である。以下の引用文は，すべて，国
税庁仮訳を参照しながら，翻訳した。
一一移転価格税制における相互協議手続の検討一一 101 
案について.米解決の論点について仲裁に持ち込むために圏内の法的救済を放棄しなければな
らないことになるのではないかという懸念を表明した。
これらのコメントに対して，本委員会は，提案を変更し仲裁を申立てた者は，仲裁の申立
ての条件として，国内的救済を放棄することは嬰求されるものではないとした。改訂前のセク
ション Aに加えられた変更は，主に，その意見を補充するために意図されている。J14 
2 具体的な論点については，順次，検討がなされている。
まず，当事国の税制が条約に適合していないということから紛争は始まるのであるが現在の
相互協議では，合意に韮ることは要求されていないのである。
A 相互協議案件における未解決争点の仲裁
flO. 現行の相互協議手続 (fMAPJ)は，一般的には，国際的な租税紛争を解決するための
効果的且つ効率的な方法である。しかしながら. MAPでは満足する結論に至ることのできな
い案件が必然的に生ずるO これらの案件は.典型的には，両当事国が.相互の国の税制が条約
に適合しているとの合意に至ることができない場合に発生する。現在の仕組みの MAPでは，
両国が，条約について相互の了解に至ることは要求しておらず，合意のための努力をするとい
うことだけが要求されているのであり.その結果，両国が合意に達することができない場合に
は，救済されない二重課税， もしくは. f条約に適合しない課税」が残ることもありうる。J15 
fll. 現行の MAPでは，条約のもとで発生する争点の最終的な解決を促進するためのあらゆ
る段階を提供してはいないということが. MAPを効果的に実施してゆくことについて大きな
障害となっていることが.民間部門の代表者や租税I隊員によって指摘されている。そのために，
1 参考のため."A. ARBITRATION OF UNRESOL VED ISSUES IN A MUTUAL AGREEMENT CASE"の
引用部分の原文を挙げておく。以下のとおりである。
" 5 . Section A of this note includes the revised version of the proposal to add to the OECD ModelTax 
Convention an arbitration process to deal with unresolved issues that prevent competent authoritiesfrom 
reaching a mutual agr巴ement.In a number of written comments and during the March 2006 public 
consultation meeting. the interaction between the proposed arbitration process and domestic legal remedies 
was a prominent theme. Business participants expressed concern as regards the proposal that domestic legal 
remedies would have to be waived in order for unresolved issues to be brought to arbitration. In response 
to these comments. the Committee has changed its proposal and has decided that the person who makes 
the arbitration request (or any person affected by the case) wil not be requir巴dto waive rights to domestic 
remedies as a condition for requesting arbitration. The changes made to the previous version of section A are 
primarily intended to implement that option." 
15 原文."10. The existing mutual agreement procedure ("MAP") provides a generally effective and efficient 
method of resolving international tax disputes目 However.there wiU inevitably be cases in which the MAP is 
not able to reach a satisfactory result. These cases wil typically arise when the countries involved cannot 
agree in a particular situation that the taxation by both States is in the treaty. Since the MAP as currently 
structured does not require the countries to come to a accordance with common understanding of the 
treaty. but only that they endeavour to agree. the result can be unrelieved double taxation or "taxation not in 
accordance with the Convention" where the countries cannot agree." 
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納税者は MAPを開始するための資料を用意することを蹄踏し 権限ある当局にも，問題を迅
速に解決するためのインセンティブとして必要なあらゆる段階をふむという誘因が与えられて
いないのである。J16 
3 そこで.OECD租税委員会では，相互協議に加えて，紛争解決の方法を検討している。
つまり，仲裁制度のことである。仲裁制度は，個別の租税条約では，すでに，採用されているが，
その問題点が十分に検討されていないため，実際には，まだ 用いられるには至っていない。
il2. 追加的な紛争解決の手法を補うことにより MAPを改善することができ.そのことによ
か各国が相互協議において合意に至ることを妨げていた争点の解決に役に立つのである。こ
のようにして，国際的な租税紛争について.両当事国並びに関係納税者にとって，最終的な，
規律ある公正で客観的な方法により，最大限可能な限り解決されていくのである。J17 
4 同委員会では，権限ある当局が2年以内に合意に歪らない場合には仲裁に進むという規定
を加えるということを提案するのである。
14. このような理由から 2004年のプログレス・レポートは，未解決の MAP問題を強制的
に解決する提案を開拓させなければならないと示峻している。この提案に基づく作業を行った
結果，委員会はOECDモデル租税条約第25条に以下の条項(コメンタリー及びその付則と共
に)を追加し，権限ある当局が2年以内に MAP案件について合意に至ることを妨げている未
解決問題の仲裁について規定すべきであるという結論を提示した。J18 
5 169. 争点が純粋に事実認定に関するものである場合には.当該案件は.単に要求された
事実を決定する専門家に付託される。これは，司法手続きにおいてしばしば行われるものであ
り，独立した第三者に付託され，そこで事実が決定きれ，裁判所に提出される。パラグラフ 5
において規定された(仲裁という)紛争解決の仕組みとは異なり，これらの手続は当事者を拘
束するものではないが，争点が，そのパラグラフのもとで仲裁に付託されることになる前に
1<; )j(文， "11. The inability of the current MAP to provide for a1l steps possible to facilitate a final resolution 
of issues arising under treaties was pointed out by both private sector representatives and tax oficials as 
one of the principal obstacles to ensuring an effective MAP. It causes taxpayers to hesitate in making the 
resource commitment to enter into the MAP and likewise provides no incentive to competent authorities to 
take al steps necessary to ensure a speedy resolution of the issues involved." 
17 原文， "12. The MAP can thus be improved by supplementing it with additional dispute resolution techniques 
which can help to resolve issu巴swhich have prevented the countries from reaching agreement in a MAP. In 
this way， international tax disputes wil to the greatest extent possible be resolved in a linal， principled. fair and 
objective manner for both the countries and the taxpayers concerned." 
18 原文， "14. For these reasons， the 2004 Progress Report indicated that a proposal r巴latedto the mandatory 
resolution of unresolved MAP issues should be developed. As a result of work on that proposal， the 
Committee has concluded that the additional paragraph below (together with its Commentary and annex 
thereto) should be added to Article 25 of the OECD Model Tax Convention to provide for the arbitration of 
unresolved issues that prevent competent authorities from reaching an agreement on a MAP case within 2 
years 
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決定にいたることに役立つ。J19 
6その他，紛争解決のため.OECDモデル租税条約第25条のコメンタリーを修正する提案が
なされている。特に，企業が心配するのは.仲裁を申立てることにより，囲内法による救済が
受けられなくなるのではないということであった。相互協議・仲裁仁圏内法による救済制度
との関係は複雑である。
B. OECDモデル租税条約第25条のコメンタリーに関するその他の修正案m
i36. 相互協議手続を開始することについて，納税者に対する圏内法上の制限は，これらの制
限によって相互協議手続の開始が妨げられると各国は安易に考えるべきではないという原則が
存在するように，・・・その他の国内法上の制限により相互協議の開始が妨げられることは許
されないが，圏内法上の制限のために権限ある当局間に合意が成立することを妨げることはあ
りうる。法令上の制限が合意の成立を妨げるという推測をすることはできないし.各国は法令
上の制限が明らかに存在することにもかかわらず，合意を成立させることができるか否かを真
剣Eつ誠実に検討する義務がある一方， このような問題が発生する典型的な状況が存在するこ
とは認識されている。J
問レポートでは，さらに，以下の具体例を挙げている。
「一 圏内法による紛争解決メカニズム，例えば訴訟により. MAPに係わる納税者及びそ
の他の納税者が同じ争点、を積極的に議論している聞は.MAPによる交渉では合意に至らない
という見解をとっている国もある。このような見解自体は条約の規定に違反しないが，その実
施には第25条に関するコメンタリー・パラ 31で説明したような困難が伴う 210
一国内法では，特に，条約の規定により効力を妨げられないという見解をとっており，その
ため権限ある当局は，圏内法とは異なる解決を得る法的な権限を有していないと考えている聞
もある。特殊な案件は，期間制限に関するものである。多くの国は，第25条第2項第2節を
条約によらず，相互協議の実施について囲内法の期間制限の条件がある。そのため，それらの
固では.圏内法の期間制限を無視して.別途妥当な解決に合意することが妨げられている。
w 原文."69. If the issue is a purely factual one. the case could be referred to an expert whose mandate would 
simply be to make the required factual determinations. This is often done in judicial procedures where factual 
matters are referred to an independent party who makes factual findings which are then submitted to the 
court. Unlike the dispute resolution mechanism which is established in paragraph 5. these procedures are 
not binding on the parties but nonetheless can be helpful in allowing them to reach a decision before an issue 
would have to be submitted to arbitration under that paragraph." 
山 "8.OTHER PROPOSED CHANGES TO THE COMMENT ARY ON ARTICLE 25 OF THE OECD 
MODEL T AX CONVENTION" 
1 第25条に[刻するコメンタリー ・パラ 31とは，国内法における救済手続と相互協議との2つの手続の問題が
あることを指摘するものである。
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ーある国では， MAPに係わる納税者その他の納税者に関し，特定の事案について裁判所の判
決が下されており，その国の権限ある当局は， MAPが係わっているその案件については.異
なった解決に同意する・法的権限を有していないと考えている。
一一方の締約国で，条約ルールについて，他方の締約国が賛成してない司法上及び法律上の
解釈が行われている。そして.一方の締約国の権限ある当局は， MAP手続きにおいて，圏内
法の解釈とは異なった解釈に同意する法的権限を有していないと考えている。J22 
U 相互協議の検討
日米租税条約 (2004年改訂)や OECDモデル租税条約25条においては，相互協議について，
様々の論点が考えられるので¥OECDモテ。ル租税条約のコメンタリーを参照しつつ.検討し
てみたい。
22 国税庁仮訳によっている。原文，
"36. Possible domestic law limitations on taxpayers initiating the mutual agreement procedure have already 
been noted， as has the general principle that States should not lightly take the view that such limitations 
prevent the initiation of the mutual agreement procedure (see Proposal 4 abovel . Other domestic law 
constraints may not pr巴ventinitiation of th巴procedurebut may prevent an agreement's being reached 
by the competent authorities. Whilst th母reis no presumption that domestic law constraints operate to 
prevent an agreement's being reached and States have a good faith obligation to consider seriously whether 
an agreement can be reached notwithstanding the apparent existence of a domestic law constraint. it is 
acknowledged that the following are typical situations where this issue could arise: 
A State takes the view that no agreement can be reached under MAP while the same issue is actively 
being pursued under its domestic law dispute resolution mechanism. e.g. through litigation concerning the 
taxpayぽ involvedin the MAP or som日othertaxpayer. Whilst this view in itself is compatible with the 
provisions of the Convention. its implementation can create dificulties as discussed in paragraph 31 of the 
Commentary on Article 25 
A State takes the position that domestic law rules are not specifically overridden by the provisions of the 
treaty and. as a result. its competent authority considers that it does not have tl日 legalauthority to reach a 
satisfactory solution that would difer from domestic law. A speιific case is that of time limits: a number of 
countries do not include th邑secondsentence of paragraph 2 of Article 25 in their treaties and condition the 
implementation of mutual agreements on their domestic time limitations. which prevents them from agreeing 
to otherwise appropriate solutions that would force them to ignore these limitations. 
A court decision in a particular case has been rendered in one State (concerning the taxpayer involved 
in MAP or some other taxpayer) and the competent authority of that state considers that there is no legal 
authority to agree to a different solution of that case in the context of MAP. 
There is a judicial or statutory interpretation of a treaty rule in one State which is not shared by the other 
State and the competent authority of the first State considers that there is no legal authority to agree to a 
different interpret 
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1 国際的ニ重課税の排除
l 相互協議の目的は，条約に適合しない措寵によって引き起こされた国際的二重課税を排除
することである。 25条第l項において.Iいずれか一方の又は双方の締約国の措置によりこの
条約の規定に適合しない課税を受け又は受けることになると認める者」としているところにそ
の趣旨を読むことができる。いわば「権限ある当局」の話し合いで調整するというものである
から，その性格は.理論的には不明確であるお。
コメンタリー・パラ4では.コミュニケーションにとどまり，外交的権限を有しないとしてい
る。コメンタリー・パラ(パラグラフの略，以下同様)7では，当事者の裁判を受ける権利を
奪うものではないとしている。
2 一方の国の措置により条約に適合しない課税を受けるのであるならば，その当該措置を行
う固において解決されるべきであるのが論理的であるが，にもかかわらず，ここでは「この条
約の規定に適合しない課税を回避するため，他方の締約国の権限ある当局との合意によって当
該事案を解決するよう努める。」とされていることである。したがって，一方の国の取扱いに
よる不合理を他方の固との協議で解決するという.いわば論理的には一貫しない問題の解決を
も認められているのである。もっとも，コメンタリー・パラ8では.条約と圏内法がかかわり，
国内法の適用に誤りがある場合には.条約に影響を及ぼす限度で，相互協議が適用されるとさ
れている。コメンタリー・パラ 37では，モデル租税条約25条の2項に規定されるが，相互協
議は，合意のために努力するよう述べているが，結果をもたらすことは要求していないものと
解している。
3 この趣旨は，きらに，同条の第3項においても明らかにされている。「両締約国の権限の
ある当局は.この条約の解釈又は適用に関して生ずる困難又は疑義を合意によって解決するよ
う努める。両締約固の権限のある当局は，また，との条約に定めのない場合における二重課税
を除去するため，相互に協議することができるJ。ここでは. Iこの条約の解釈又は適用に関し
て生ずる困難又は疑義を合意によって解決するよう努める。」というが.I合意」とはどの範囲
でなされるのであろうか。上のコメンタリー・パラ8の考え方でよいのか。
ここでいう相互協議とは当事者間による最終的な解決を意図するものであるが，コメンタ
リー・パラ4でいうとおり.裁判を受ける権利を排除しないとしており，その後の第三者もし
くは客観的なレピューもありうると解される。したがって，審識の適正を問わず，解決内容の
合理性を問わず. Iいずれか一方の又は双方の締約国の措置によりこの条約の規定に適合しな
い課税を受け又は受けることになると認める」ことについて.何らかの合意による解決がなさ
幻前出拙著「国際課税の制度と理論J217頁。
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れることが期待されていると解してよいのであろうかへ
2 相互協識と争訟手続
1 OECDモデル租税条約コメンタリー・パラ 7では，まず，第l段階では，処分を行った
政府に対して，異議の申し立てを行うことから始まり，ついで，第2段階として，権限ある当
局聞の相互協議によるべきであるとしている。また，コメンタリー・パラ 14では，相互協議は，
納税者に対する通知が前提とされるのではなく，納税者の申し立てによって開始されることに
注意すべきであるとしている。 さらに，当然で、はあるが，納税者が課税されるということには，
合理的かつ立証されうる事実に基づかなければならないとされる。他方で，納税者は，政府の
対応のいかんをとわず，自ら相互協議の申し立てをできるものとされている。要するに，処分
を受けるととがなくても，相互協議の申し立てができると解されるようである。さらに，コメ
ンタリ』・パラ 15において，訴訟では，紛争の成熟性が必要であるが，相互協議の申し立て
においては，条約に適合しない課税を受ける蓋然性があれば，可能であると解されている。な
お.25条5項の2年間の起算点は，納税者の申し立ての時ではないとされる。
2 しかしながら，相互協議の目的は.条約に適合しない措置によって引き起こされた国際的
二重課税を排除することであるが，いわば国内法及ぴ条約の執行に関することがらを「権限あ
る当局Jの話し合いで調整するというものであるから，上に検討したように，その性格も理論
的には不明確である。さらに，このような不明確な条文において，その対象となる措置という
もの自体きわめて漠然としているのであるお。
3 相互協議により結論が得られたにしても，まず，①それまでの期間に支払った納税者の二
重課税による超過部分に対する利子相当績の負担がある。この負担.は納税者にとってかなりの
損失で、ある。いわば，時間の浪費とコストの問題がある。さらに，②相互協議では権限ある
当局に対しで情報が開示されなければならず，納税者は多くの戦術tactics(タクテイツタス)
を放棄する必要性も生ずる。実際に，相互協議の手続が長期に及び，結論も不確実である場合
が少なくない。 2009年の OECD移転価格ガイドラインにおいても，結論の不確実性が，相互
協議を申し立てることの最も大きな障害であるという指摘がなされている。時間のコストは，
予測できない大きな問題であるお。
4 裁判の結果をもって， 納税者は相互協議を申し立てられるかという問題について，コメ
2，' 向上書 218頁参照。
お向上書 224頁参照。
出向上書 236頁参照。
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ンタリー・パラ 35は，相互協議の請求がなされていて，居住地閏の終局的判決がだされた場
合には，裁判所の判断に拘束されるとする国もあれば，納税者が相互協議において，その続行
を望み，納税者が別の判断を期待する国もありうるとする。さらに，他の締約国では，その判
決には拘束されないとすることもありうるとする。いわば相互協議と判決の効力の問題であ
るが.OECDモデル租税条約のコメンタリー・パラ 35では，むしろ 相互協議は，判決の影
響を受けないとしているように解される。解決の必要な大きな課題である。
5 相瓦協議とともに，納税者が裁判所に訴訟を提起している事案について，判決がでないう
ちに.相互協議において結論に到達する場合もありうる。そのような場合において，納税者は，
裁判所の判決がでるまで相互協議における結論を延期するように望むこともありうるが，権限
ある当局が，それを拒否する根拠はないとされる(コメンタリー・パラ 42)。いわば，囲内法
における裁判を受ける権利は， どの国でも保障されていると思われる。相互協議の手続きを，
訴訟に優先して進めるという強制力は認められていないと思われる。しかしながら，相手国に
とっては..相互協議の中断に応じることは，そのまま処分を維持することとなり，相手国と
の解決を困難にするリスクもあると思われる。
6 相互協議の制度の合理性を保つためには，ここでは，問ーの争点について，相互協議とと
もに，訴訟が継続している場合には，権限ある当局は，判決まで待つべきであるともいえる。もっ
とも，権限ある当局が，囲内法における手続よりも 相互協議手続によるほうがよいのではな
いかと考える場合には，相互協議を継続することも考えられる。権限ある当局は，訴訟におい
ては，被告として.納税者に反論しなければならない立場におかれることも重要である。また，
上に述べたように，相互協議手続は，相手国のあるものであり，上述のように，相手国にとっ
ては，他国の訴訟には拘束されない。
ただし，訴訟が継続していても，納税者が，訴訟を提起しており，あるいは，圏内法におけ
る裁判を受ける権利を留保している場合に，権限ある当局が合意に至り，結論を出すのが適当
であると考えるとしても，相互協議における結論と判決とが矛盾しないように留意すべきであ
るとされる(コメンタリー・パラ 45)。そのため，納税者が合意を受け入れ，訴訟を取り下げ
ることを重視しているのである。
3 相互協購と国内法との関係
l 相互協議とは，租税条約に適合しない課税を排除しなければならないとしており，各国に
おける訴訟との関係を論じなければならない。 OECDモデル租税条約25条のコメンタリー・
パラ7では，相互協議は，まず，異議の申し立てに始まり，ついで，権限ある当局聞の合意に
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よるべきであるとしている。また，わが国では，相互協議による合意が成立した場合にはその
合意の日から 5年聞は当該合意に基づいて，圏内法(国税通則法)として，更正することがで
きるものとされている。租税条約において，相互協議による合意の成立した場合に閣内法の定
める更正等の期間制限を適用しない旨を定めると否とを問わず，わが国においては，相互協議
による合意があった場合には更正等ができるものとされている。
2 相E協議とは.r権限ある当局」の話し合いで課税を調整するものであるから，その性格
も理論的には不明確であるが，その権限ある当局に対して与える合意の権限は圏内法のうえで
どの条文を根拠とするものなのかという点も不明確である。コメンタリー・パラ8では.相互
協議が，岡内法とは異なる特別な手続きであり，いわば，条約に適合しない範聞についてのみ
が相互協議の対象になるとしている 27。圏内法については，条約と関連する範囲のみが対象と
される。
3 わが困では，昭和61年に移転価格税制が租税特別措置法に規定きれるのに対応して，租
税条約実施特例法を改正して.相互協議による合意が成立した場合の対応的調整の手続を整備
した。圏内法における手続的な整備は，租税条約上の相互協議による合意の適正な実施のため
に必要であるが，相互協議による合意の内容については，権限ある当局への白紙委任の問題を
解決しなければならないと思われる。
もっとも，相互協議においては.OECDモデル租税条約25条3項のように.租税条約の解
釈や適用において生ずる疑義についても解決する権限が認められている。また，裁判において
相互協議におけるのと同ーの法解釈や法の適用が争われた場合においては，裁判所が，異なる
解釈や適用を選択することはありうることであり.この場合には，裁判所の判断を拘束するよ
うな合意が認められるかどうかが問題となると思われる。相互協議による合意は条約のような
国家聞の法とはいえないと考えられるので，相互協議による合意により.国内の裁判所の判断
は拘束を受けないものと考えられる。
4 以上のように.OECDモデル租税条約25条のコメンタリーには不明確な点があるが，さ
らに，繰り返しになるが，相互協議の対象としている措置というもの自体きわめて模然として
いる o OECDモデル租税条約25条においては，相互協議の対象として.rいずれか一方の又
は双方の締約国の措置によりこの粂約の規定に適合しない課税を受け又は受けることになる
と認める」場合としているのであるが.具体的にはどのような措置を意味するのであろうか。
OECDモデル租税条約においても，このような相互協議の規定を設けるに当たり.どのよう
な措置を予想していたのであろうか。移転価格以外にも考えられる国際課税問題を検討する意
味があると思われる。しかしながら.あまり広く解しては，政府聞の協議への白紙委任となっ
?:; See. Sol Picioto. op.cit. "International Business Taxation". 292pp. 
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てしまい，租税法律主義にささえられた国内法の意義が失われてしまうお。
4 対応的調整
1 OECDモデル租税条約25条第1項をみるならば，納税者からの申立てのみを取り扱って
おり.それにどのように対応するかということについては規定されてはいない。第2項におい
てはじめて相互協議を規定するのであり，第l項では.自国内における一方的救済を含むもの
とみることができると思われる。第2項において， r 1の申立てを正当と認めるが，満足すべ
き解決を与えるととができない場合には」としているととから，第l項は，納税者からの申立
てに対して， 自国内において対応しうる場合を規定するものと解されるのである。協議以前に
行われる対応的な調整も.ここに読み込むことができるとも考えられる。なお，コメンタリー・
パラ 10では，対応的な調整も，相互協議の範囲に合まれると解している。またつメンタリー・
パラ 1では，租税条約に対応的な調整を置いていない場合でも，多くの国は，経済的二重課
税も許されないと解しているとする。追加されたコメンタリー・パラ 12でも，同趣旨を述べ
ている。
コメンタリー・パラ 14では，納税者は，政府の対応のいかんをとわず，自ら相互協議の申
し立てをできるものとされている。処分を受けることなく，相互協議の申し立てができると解
されるようである。つまり，訴訟では，紛争の成熟が必要であるが，相互協議の申し立てでは，
条約に適合しない課税を受ける蓋然性があれば.可能であると解されている(コメンタリー・
パラ 15)。
さらに，移転価格税制をめぐる相互協議では，独立企業間価格について当事者国が合意に至
ることが最も重要なのであるが， OECDモデル租税条約第9条2項では，対応的調整につい
ての規定を置いて， i調整を行うに当たってはとの条約の他の規定に適正な考慮をはらろもの
とする。また，権限ある当局は，必要に応じて相互に協議するものとする。jとされているが，
「協議」が義務づけられているのにとどまり，当然のことながら，合意を強制するものとはなっ
ていないのである O
2 ちなみに，日米租税条約 (2004年改訂)第9条では，対応的調整について，以下のよう
に規定されている。
i 1 次の (a)又は (b)に骸当する場合であって，そのいずれの場合においても，商業上又
は資金上の関係において，双方の企業の聞に，独立の企業の聞に設けられる条件と異なる条件
が設けられ又は課されているときは.その条件がないとしたならば一方の企業の利得となった
出前出拙著「国際課税の制度と理論J234頁。
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とみられる利得であってその条件のために当該一方の企業の利得とならなかったものに対して
は，これを当該一方の企業の利得に算入して租税を課す
ることカfできる。
(a)一方の締約国の企業が他方の締約国の企業の経営，支配又は資本に直接又は間接に参加し
ている場合
(b)同一の者が一方の締約閏の企業及び他方の締約国の企業の経営.支配又は資本に直接又
は間接に参加している場合
2 一方の締約箇において租税を課された当該一方の締約国の企業の利得を他方の締約国が当
該他方の締約国の企業の利得に賀入して租税を課する場合において，当該一方の締約国が，そ
の算入された利得が.双方の企業の聞に設けられた条件が独立の企業の聞に設けられたでであ
ろう条件であったとしたならば当該他方の締約国の企業の利得となったとみられる利得である
ことにつき当該他方の締約固との聞で合意するときは，当該一方の締約国は，当該利得に対し
て当該一方の締約国において課された租税の額について適当な調整を行う。この調整に当たっ
ては，この条約の他の規定に妥当な考慮を払う ο
3 1の規定にかかわらず，一方の締約国は lにいう条件がないとしたならば当該一方の締
約国の企業の利得として更正の対象となったとみられる利得に係る課税年度の終了時から七年
以内に当該企業に対する調査が開始されない場合には， 1にいう状況においても，当該利得の
更正をしてはならない。この3の規定は，不正に租税を免れた場合又は定められた期間内に調
査を開始することができないことが当該企業の作為若しくは不作為に帰せられる場合には，適
用しない。 J
3 上の規定は， i商業上又は資金上の関係において.双方の食業の聞に.独立の企業の聞に
設けられる条件と異なる条件が設けられ又は課されているときは，その条件がないとしたなら
ぽー方の企業の利得となったとみられる利得であってその条件のために当骸}方の企業の利得
とならなかったものに対しては，これを当該一方の企業の利得に算入して租税を課することが
できる。Jとして，移転価格税制の適用を認めている。
そこで，一方の国の課税が.関連しない企業聞の価格で取引されている場合であると他方の
国も認めた場合には，他方の国は，その価格に応じて，対応的調整をしなければならないとい
うのである。かつて，我が固において，移転価格税制の規定を採用したのは.むしろ，アメリ
カ合衆国において移転価格税制の適用により課税された場合に，二重課税を排除するために，
我が国では，対応的調整により，我が国の企業を救済していたといわれる O
4 OECDモデル租税条約25条のコメンタリー・パラ 40においては，同条約9条l項及び
2項の対応的調整の執行について注釈をしている。移転価格税制の適用における対応的調整に
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ついては， OECD租税委員会が，いくつもの勧告的意見を出して，相互協議を対応的調整に
適用する難しさを挙げているとしている。できるだけ多くの重要な事実を確実にするために，
当局は，できるだけ早く，当該納税者に通知をして，接触を密にすべきであるとされる。それ
により，権限ある当局は，互いに，電話，対面，あるいは会議など，柔軟に，できるだけコミュ
ニケーションの機会をもつべきであるとされる。
5 一方の国で移転価格税制が適用され，他方の国においては対応的調整がされずにそのまま
の課税がなされた場合には，いわゆる経済的二重課税が生ずる可能性が高い。しかしながら，
相互協議という合意によるとしても権限ある当局が，対応的調整という手段により課税権を譲
歩することが囲内法の観点からみて認められるものであるのか検討を要する。租税条約の趣旨
は二重課税を排除することであり，新日米租税条約においても，その趣旨を明示するが，二重
課税排除という目的からただちに相手国に対応的調整を要求するのは合理的ではない。租税条
約において，相互協議とともに対応的調整の規定を置くととが必要であると考えられる。そこ
で，対応的調整の規定をよりどころとして相互協議がなされることになると考えるべきであ
る却。
6 OECDモデル租税条約 25条3項では，権限ある当局は，租税条約において個別に規定さ
れていない二重課税の問題についても協議できる旨規定するが，租税条約に規定されていない
二重課税の問題.つまり双方の圏内法の抵触を扱うものと考えられる。双方の囲内法の規定が
抵触する場合に，交渉，さらには新たに採用された仲裁決定により，ただちに，一方の国が立
法権を譲歩するということは理論的には問題がないとはいえないと思われる。 囲内法の適用
される事実の認定についてあらたな決定がなされるという限度では可能であるが，圏内法の適
用について交渉が行われたり，囲内法の解釈が変更されるということは，納税者と権限ある当
局との聞でなされることはありうることであると思われる。
実際に，相互協議においては，対象企業である納税者には，参加権限がないため，不合理で
あるともいえるが，前述したように，我が国の国税庁事務運営指針において，結論に至る場合
には，納税者の意見を聞くように指示している。ここでも， r権限ある当局は，移転価格につ
いて修正の意図が固まった時には，すみやかに，納税者に，その趣旨を伝えるべきであるとさ
れる。」としている。しかしながら，結論に至る段階で納税者とコミュニケーションの機会を
もつのみで十分なのかということについては，疑問が残るところである。最終的結論のみでは
なく，途中経過ごとに.権限ある当局と納税者とは密に情報提供するべきであるのは当然であ
ると思われる。
m 参照前出拙著「国際線税の制度と理論J229頁。
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V 効果的な相互協議手続のマニュアル (Manualon effective Mutual 
Agreement Procedure， MEMAP) 
l 税制において，相互協議手続による紛争解決が用いられるようになって久しい。 OECD
モデル租税条約のコメンタリーにおいても， しばしば検討されているが，他方で.すでに紹介
したように. OECD Centre for Tax Policy and Adminisitrationでは，効果的な相互協議手続
をすすめるためのマニュアル (MEMAP)を作成している O
2 MEMAPとは，このオンラインによる効果的な相互協定手続きにより，既存の国際的な
税の紛争解決手続きの機能を向上させるための補助紛争解決メカニズ、ムを開発するための広範
なプロジェクトの一つであると期待されている。このプロジェクトの詳細については，提案
された補助紛争解決メカニズム，その他の改善を示唆するものは，後述する OECDのホーム
ページで見つけることができる。 rMEMAPは，相互協議手続のガイドとしての地位と，また，
OECDのガイダンスとの相互作用の理解を高めるため，以下の点が重要な要素とされている。
いうまでもなく，マニュアルは，いかなる権利または義務を負う租税条約の規定に変更や義務
付けを課するものではない。J30 
以下に. MEMAPの目的・概要を紹介しておく。
(1) MEMAPの目的
①OECD租税委員会の考え方では，相互協議マニュアル (MEMAP)の目的は OEC立旦
加盟国であるか.非加盟国であるかどうかにかかわらず，個別の租税条約に碁づく相互協議手
続 (MAP)の運営に関する基本となる.m報となるべく，権限ある当局及び納税者の双方に相
互協議マニュアjレ(MEMAP)を公表し相Iil協議手続の垂望企盤丘 (bestpractice)を確認
することであるとされている o MEMAPは，電子的形態であり OECD租税委員会とオンラ
インになっており.'AwW.oecd.onr./cto/memm で入手可能であるとされている。
具体的には，相互協議マニュアル (MEMAP)については，以下のように説明されている。
'0 MEMAP.国税庁仮訳により翻訳した。尖務的なものなので，以下の多くも，国税庁仮訳を参照しながら
翻訳した。
原文."The MEMAP is intended as a guide to increase awareness of the MAP process and how it should 
function. It wil provide tax administrations and taxpayers with basic information on the operation of 
MAP and identify best practices for MAP without imposing a set of binding rules upon Member countries 
The following points are important elements to consider in understanding the status of the manual and 
its interaction with other OECD guidance: The manual does not. and is not intended to. modify. restrict or 
expand any rights or obligations coniained in the provision of any iax convention. " 
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②実効的相互協議手続マニュアル(以下.本マニュアルと呼ぶ)は，各国において，相互協
議プロセスの全般的な指針となるべく，相互協議手続をより効率的にし，改善してゆくことを
目的としている。
③本マニュアルは，税務当局又は納税者を拘束するものではない。しかし，相互協議手続を
進めるにあたり，有益なアプローチを解説することを意図している。
④本マニュアルは，相互協議手続の最善の慣行 (bestpractice)により，大方の課税管轄国
において適用できるように一般性を保ちつつ，相E協議手続が有効と思われる二重課税の事例
やその他の事例の解決を促進し，支援することを目標とする。
⑤「最善なる慣行J(best practice) とは，相互協議のプロセスや手続の問題を扱う際に，
一般的にみて，最も有効とされる方法を示す本マニュアルで使用する用語である。最善なる実
務 (bestpractice)は，大半の OECD諸国で通常進められている実務である。これらの実務
は機能別に分類されており.記載文の順序又は長さによって， )1買位の優先度や重要度が決まる
ものではない。
⑥具体的事例においては，この本マニュアルに記載される最善なる実務を実施することがで
きない状況や，問題若しくは課題を解決するための「最善の」アプローチではないという状況
もあり得る。納税者及ぴ税務当局が，これらの最善の実務を実施するために努力を払ことが理
想的であるが，これを実施することが適切ではない状況もあり得るo' • • 
⑦特定の固においては相互協議手続の指針がない場合がありうるが.そのような場合には，
本マニュアルが権限ある当局のプロセス及び共助を受ける際の全般的な指針を示すことが期待
される。
③本マニュアルは，相互協議のプロセスに対する認識を高め，これがより機能する方法の指
針となることを目的としている。
⑨本マニュアルは，租税条約の規定に含まれる権利又は義務を修正，制限又は拡大するもの
ではなく， また，これを意図するものでもない。本マニュアル (MEMAP)に，条約，国の定
める圏内指針， OECDモデル租税条約または OECD移転価格ガイドラインと相反する，又は
矛盾するとみられる規定又は内容が含まれる限りにおいては，後者が優先する。J31 
(2) MEMAPの概要
MEMAPのとりあげる震要な論点を.要約すると以下のとおりである。
:1川 園税庁f仮反訳に基づき'翻訳しfたこ。原文は， (心:htp:広:1μIwww.n川ta.g酔o.必/ゐso叩noωtaν/k加ok加us鈎aiν10閃ec吋dl午pr児es鉛s/刈do∞c/12.d白ocω)。
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(IT )相互協議手続の仕組み
1.基本原則
2.相互協議手続の受諾について
-相互協議手続要請の申請期限
.租税回避と相互協議手続
-相互協議手続に対する他の潜在的障壁
3 納税者の役割
-権限ある当局に対する情報提供
.相互協議手続の協議への貫献
-納税者と権限ある当局との相互関係
4.権限ある当局による分析及び評価
5.権限ある当局聞の相互関係
-仲裁
6.権限ある当局の合意
7.納税者への結果報告
-決議段階における透明性
8.合意が達成された後になされること
9.推奨される相互協議手続のスケジムール
(lV)相互協議手続と囲内法
1.相互協議手続と圏内の還付鯖求規定との相互関係
2.相互協議手統合意が継続的に実施されるように保護対策をとる
3.監査による和解解決
4.単独事前価格算定取決め (APA)
5.債権回収.利息.罰金の軽減
6.移転価格調整の第二次調整，源泉徴収税及ぴ本国送金 32
(3)嬰約
このMEMAPは.事務手続を定めるものであり，納税者にとって，相互協議手続を申立て，
その手続を効率的に進めるために有益なものである。
;Jf 国税庁仮訳を参照して，翻訳した。!日l文は， :http://www.nta.go.jp/sonotalkokusailoecd/press/doc/12. 
doc)。
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納税者は，相互協議に参加することは認められないので，そのため，一層，情報や証拠の提
出なと納税者のなしうることは重要であるので.納税者の役割として，①権限ある当局に対
する情報提供や，②相互協議手続の協議への貢献など，震要な内容がある。
しかしながら.MEMAPは，マニュアルであり.法的拘束力ももたないのであり，先に検討し
たような理論的，法的問題を解決ことはできないが，手続的側面から，複雑な事態を回避するこ
とにや有益であると思われる。例えば.r相互協議手続と圏内法」として，①相互協議手続と，圏
内の還付請求規定との関係.②相互協議手続合意が継続的に実施されるような保護対策，③移転
価格調整の第二次調整などマニュアルであるが相互協議を進めるために有益なものと思われる。
羽総括
l 以上.OECDモデル租税条約やOECD移転価格ガイドラインに関する報告書や，コメン
タリーを中心に相互協識を検討したが，相互協議については.OECDモデル租税条約25条を
モデルとして，ほとんどの租税条約の条文に置かれている。移転価格紛争は，すでに 30年前
以来となり，いっそう複雑化しているが，手続的には，事前確認制度をはじめとして.上にみ
たとおり，マニュアル的な手続も進みつつあるお。
他方で.OECDモデル租税条約25条のコメンタリーでは，モデル租税条約の内容を明らか
にするため，現在.20頁にわたり，基本的な内容としては.95のコメンタリー・パラをおい
ている。 OECDモデル租税条約のコメンタリーは，我が国では，一般的な理論や解釈の参考
にすぎないものと考えられるが，ヨーロッパ諸国では，組税条約に関する一般原則であるよう
に取り扱われていると考えられる。コメンタリーの改訂により，相互協議について，理論的検
討が深められてきていることが期待される。
2 相互協議とは，租税条約に適合しない取扱いの是正をすることであるものであるが，実際
には，一方の固の圏内法の執行を優先することによって国際的二重課税が排除されない状態が
存続する場合になされる交渉や合意である。 OECDモデル租税条約25条第l項において.rい
ずれか一方の又は双方の締約国の措置によりこの条約の規定に適合しない課税を受け又は受け
ることになると認める者」としているところにその趣旨を読むことができる。いわば「権限あ
る当局」の話し合いで調整するというものであるから，先にも述べたように，その性格は，理
論的には不明確である。コメンタリー・パラ 14では，相互協議は，納税者に対する通知が前
提とされるのではなく.納税者の申し立てによって開始されることに注意すべきであるとし，
納税者は，不公正な課税の蓋然性を証明しなければならないとされている。つまり，納税者が
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課税されるということは，合理的かっ立証されうる事実に基づかなければならないが.逆に，
訴訟におけるような紛争の成熟性は要件とはされていない。コメンタリー・パラ 4では.相互
協識とは.外交の手段によるのではなく，車接，税務当局聞のコミュニケーションによる問題
解決であるとされる。前述したように.コメンタリー・パラ 7では，当事者の裁判を受ける権
利を奪うものではないとしている針。
3 一方の困の措置により条約に適合しない課税を受けるのであるならば，その当該措置を行
う国において解決されるべきであるのが理想的であるが，他方の園の納税者が政府と交渉する
には限界があり.iこの条約の規定に適合しない課税を回避するため.他方の締約国の権限あ
る当局との合意によって当該事案を解決するよう努める。」とされているのである。一方の園
の取扱いによる不合理を他方の固との協議で解決するというのは，論理的には一貫しない問題
の解決であるともいえる。もっとも，コメンタリー・パラ8では，条約と圏内法がかかわり，
圏内法の適用にjilりがある場合にも，条約に影響を及ぼす限度で，相互協議が適用されるとさ
れている。コメンタリー・パラ 37では，モデル租税条約25条の2項について.相互協議は，
合意に軍るように努力するよう述べているが，結果をもたらすことは要求していない。
4 OECDモデル租税条約25条3項においては. i両締約国の権限のある当局は，この条約
の解釈又は適用に閲して生ずる困難又は疑義を合意によって解決するよう努める。両締約国の
権限のある当同は. また，この条約に定めのない場合におけるこ重課税を除去するため，相互
に協議することができる。」とされている。ここでいう. iこの条約の解釈又は適用に関して生
ずる閤職又は腕識を合意によって解決するよう努める。Jというが.i合意Jとはどの範聞でな
されることが認められるのであろうか。上のコメンタリー・パラ8の考え方でよいのか。ここ
でいう相瓦協議とは当事者聞による最終的な解決を意図するものであるが.裁判を受ける権利
を排除するものではないので，裁判所によるその後の審査は.当然，ありうると解される。し
たがって，審識や解決内容の合理性を問わず. iいずれか一方の又は双方の締約国の措置によ
りこの条約の規定に適合しない課税を受け又は受けることになると認める」ことについて，何
らかの合意による解決がなされることが期待されていると解してよいのか検討課題である。
5 相互協識における合意が圏内においても効力をもち，いわば権限ある当局による合意があ
たかも法的拘束力を有するかのようになると，圏内法の規定と異なる取扱いを認める場合を生
じるのであり，相互協議の結論は，たんに租税条約において合意をする根拠があるのみでは説
明がつかなくなる。いわば，法律の白紙的委任によって行政庁が租税法規の内容を決定するの
と類似した効果をもつことになるのではないかという懸念がある。相互協議が租税条約に基づ
31 OECDモデル租税条約のコメンタリー については.前出川端監訳の他，川国剛.徳永匡子(著)rOECDモ
デル租税条約 コメンタリー 逐条解説」がある。
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いているのは当然としても，その拘束力については様々の議論がなされる余地があるへもっ
とも，上に検討したように，相互協議は，納税者の裁判を受ける権利を奪うものではないし
また.たんなる国家聞のコミュニケーションであるとコメンタリーでは記述されているのであ
り.紛争解決手段としての相互協議の限界は認識されると思われる。相互協議が義務付けられ
るかどうかという問題については，法的に問題があると思われる。いわば，圏内法の内容の変
更をせまるものであるからである。圏内法の適用が制限されるということには問題が残る 360
以上
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川 脱術後，赤松-%r移転倒it各線税に係る紛争の処理!ー租税条約に基づく相互協議における仲裁手続きを中心
にーJ(日税liJf論集64巻235京以下)の贈呈を受けた。今後，検討させていただきたい。
